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} １ シェアリングエコノミーとは？
} ２ 「ライドシェア」とは？
} ３ これまでの動き、今後の動き
} ４ 「ライドシェア」の問題点
} ５ 立ち上がる労働者
} ６ 労働組合の力
} ７ 最近の動向
} ８ 同じルールの下で
} ９ そのために何を？
} １０ 今後の課題
} １１ 今後の活動
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} 「『シェアリング・エコノミー』とは、典型的には個人が
保有する遊休資産（スキルのような無形のものも含
む）の貸出しを仲介するサービス」（総務省「平成27年版情報通信
白書）
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シェアリングエコノミー
の市場規模

（出典）PwC
「The sharing 
economy - sizing 
the revenue 
opportunity」



} シェアリングエコノミーは、「1億総活躍社会の実現等
に資するものであり、シェアリングエコノミーサービス
の発展を政府として支援」する。 （内閣官房）

} 平成29年1月1日、内閣官房、「シェアリングエコノ
ミー促進センター」設置
→「シェアリングエコノミー伝道師」任命（クラウドワー
クス社員等）

} シェアリングエコノミー協会、シェアリングシティ認証制
度スタート

4



5



6



7

労務提供者は労働者・被雇用者。
労働法の適用対象。

労務提供者は個人事業主。
労働法の適用対象外。



} 「プラットフォームエコノミー」と呼ぶべきとの指摘

→「キャピタルプラットフォーム」（資産取引 例：民泊）

→「レイバープラットフォーム」（労働取引 例：「ライド
シェア」）
（JPモルガンチェース研究所： “Paychecks, Paydays, and the Online 
Platform Economy - Big Data on Income Volatility” (2016年2月)）

} “ギグエコノミー”との指摘
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雇用によらない労働力利用

} ウーバー企業評価額＝約700億ドル（7兆2300億円）
・社員数1万1000人
・登録ドライバー全米40万人、全世界110万人

} GM時価総額＝496億ドル（5兆1200億円）
・社員数21万5千人
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} 1980年代以前、経営側と労働側の均衡は保たれ、
株主は副次的存在。

} 1980年代、401(k)解禁により大量の資金が民間投
資信託会社に流入→解体的企業買収（金融化）

} 大量解雇、組合組織率の低下

} ICT (information and communication 
technologies)の発達による労働の外部化

} 金融化とICT→株主資本主義（企業は株主利益の最
大化のために存在する）

} 株主資本主義の下では、雇用は創出されない。
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株主資本主義

ウーバライゼーション
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} 過去数十年、企業は利益を上げているが、その利益
は年々株主の利益として分配されるようになり、労働
者はその恩恵を受けていない。

} アメリカでは、組合の組織率が低下し、労働者は賃上
げの力を失った。大企業は、下請けを使い、多くの労
働者が「個人事業主」とカテゴライズされて、労働保護
法制は有名無実化している。

（“Report of the Commission on Inclusive Prosperity”, Center for 
American Progress, 2015年1月）
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} 不公正な競争

・サンフランシスコ、タクシー会社倒産

・ロンドン、2012年ウーバー営業開始後、毎月最低
10社のハイヤー・タクシー会社が倒産（GMB）

} 雇用の縮小（アメリカでは、2020年までに40%の労
働人口が請負となる）

} 社会保障費の増大
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} 「シェアリングエコノミー」の働き方は、リスクを企業か
ら個人の肩の上に移すものだが、往々にして労働者
はどのようなリスクを引き受けているのかを正しく理解
していない。（2015年1月26日ワシントンポスト）

} 社会保障のない「シェアリングエコノミー」で得る仕事
が唯一の収入源の場合、労働者と国家が社会保障
のコストを負担することになる。

（“Report of the Commission on Inclusive Prosperity”, Center for 
American Progress, 2015年1月）
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} 「クラウドワークス」

登録者80万人中、月20万円以上は111人
} 「シェアリングエコノミー」は、労働者を個人事業主とするこ
とで、労働組合を排除する。

} ハーリー・シェイクン教授（カリフォルニア大学バークレー
校）、「『シェアリングエコノミー』は、多くの場合、組合を回
避するための経営者の戦略だ。ウーバーやリフトは労働
者を個人事業主と位置付けることで組合の結成を回避し
ている。」

最大の問題点＝誤分類（労働者→個人事業主）
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} 仲介サイト事業者がスマートフォンのアプリで運転者
と利用者を仲介し、自家用自動車を使って有償で利
用者を運ぶ配車サービス

} 仲介サイト事業者は、仲介手数料として運賃の２０～
４０％を収受する。

} 仲介サイト事業者は、道路運送法の許可なしに、一
種免許しか持たない一般ドライバーに有償で旅客運
送をさせる。
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} ドライバーは「ライド」の対価として運賃を収受

} 会社はそこから仲介手数料を収受

} もはや「シェア」ではない。

} ライドブッキング、ライドヘイリング（呼出し）

} TNC (Transportation Network Company, 運送
ネットワーク企業)

17



（有償運送）
} 第78条 自家用自動車（事業用自動車以外の自動車を
いう。以下同じ。）は、次に掲げる場合を除き、有償で運送
の用に供してはならない。

} 1 災害のため緊急を要するとき。
} 2 市町村、特定非営利活動法人その他国土交通省令で
定める者が、次条の規定により一の市町村の区域内の住
民の運送その他の国土交通省令で定める旅客の運送（以
下「自家用有償旅客運送」という。）を行うとき。

（登録）
} 第79条 自家用有償旅客運送を行おうとする者は、国土
交通大臣の行う登録を受けなければならない。
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} 国家戦略特別区域法の一部を改正する法律
} 平成28年5月27日成立
} 16条の2 （道路運送法の特例）
} ①外国人観光旅客その他の観光旅客の移動のため
の交通手段を提供することを主たる目的として、

} ②有償で自家用自動車により行われる旅客の運送で
あって、

} ③一般旅客自動車運送事業者によることが困難な地
域

} →道路運送法78条2号に規定する自家用有償旅客
運送とみなして、同法の規定を適用する。
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} 京丹後市で、「ライドシェア」？

} 既に道路運送法78条2号で認められている、「公共
交通空白地有償運送」によって実現。

} 「気張る！ふるさと丹後町」というNPO法人によって運
営。

} ウーバーは配車の連絡係のようなものをしているだけ
で、ウーバーによってこのサービスが行われているわ
けではない。
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} 規制改革推進会議第１次答申（平成２９年５月２３日）

} 来年通常国会法整備？

} 道路運送法の改正？
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} 自家用自動車による運送
公共交通が充実していない地方の移動を支え、また多様化する移動
需要に応じるサービスとして、インターネット等を介し目的地を同じくす
る者同士の自家用自動車の相乗りをマッチングさせるサービスが始
まっているが、充分に普及しているとは言えない。
現在、道路運送法第78 条において、自家用自動車による有償運送
は登録又は許可を受けた場合以外には原則禁じられており、通達に
よって、この登録又は許可を要しない運送の態様についての例が示さ
れているが、自家用自動車による有償運送が原則禁止されている趣旨
が通達上明確に示されていないことから、登録又は許可を要しない運
送の範囲の解釈が困難であり、このことが、このようなサービスの普及
を妨げる一因となっているものと考えられる。
したがって、自家用自動車による運送について、それが有償である場
合には、旅客自動車運送事業に準じた輸送の安全や利用者の保護に
対する期待感を利用者一般が有していることが、自家用自動車の有償
運送を登録又は許可にかからしめる理由であることを通達により明確
にするとともに、登録又は許可を要しない自家用自動車による運送につ
いて、ガソリン代等の他に一定の金額を収受することが可能な範囲を
通達により明確化する。
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自家用自動車の相乗りをマッチングさせるサービスが
始まっているが、道路運送法78 条の誤解がサービス
の普及を妨げている。

道路運送法78 条は、自家用自動車による有償運送
を登録又は許可を受けた場合以外には原則禁じている。
その趣旨は、有償の場合、輸送の安全や利用者の保
護に対する期待感を利用者一般が有していることから、
自家用自動車の有償運送を登録又は許可にかからし
める点にある。

このことを通達により明確にし、登録又は許可を要し
ない自家用自動車による運送について、ガソリン代等
の他に一定の金額を収受することが可能な範囲を明確
化する。

24



}登録・許可を要する自家用有償運送は、旅客
自動車運送事業に準じた輸送の安全や利用
者の保護が確保されたものに限られる。

}ガソリン代等の他に一定の金額を収受するだ
けの自家用有償は、旅客自動車運送事業に
準じた輸送の安全や利用者の保護に対する
利用者一般の期待が認められないから、登
録・許可を要しない。
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(1) 対ドライバー
雇用責任の不在

(2) 対利用者
運送責任の不在等

(3) 度重なる違法行為
(4) 公共交通の破壊
(5) 交通渋滞による環境汚染
(6) 必要性の欠如
(7) 誰のため？
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高収入！
自由！
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} タケレ・ゴベナ

} 日産セントラ170万円
} 1日16時間
} 売上から燃料、保険、その他経費を控除したら

→時給2.64ドル（277円）（最低賃金（7.25ドル）以下）
} 2015年8月31日に記者会見をすると．．．
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} ドライバー募集の年収900万円の表示が誇大広告に
当たるとして米連邦取引委員会から提訴

} 同委員会に22億円を支払うことが確定
} 委員会は、ウーバーの自動車ローンプログラムにつ
いても、過大に安く表示されていると指摘している。

} 決定では、22億円の支払命令の他に、ドライバーの
収入、及び自動車ローンやリースプランについても虚
偽の宣伝をしないよう明記された。
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} ドライバーは「労働者」ではなく、個人事業主
→労働基準法不適用
→労働条件の悪化

→労働組合法不適用（労働三権（団結権、団体交渉権、
団体行動権）の否定）

→団体交渉応諾義務なし
→労働条件の悪化
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TAXI TNC
経費

・車両費 ○ ×

・燃料費 ○ ×

・整備費 ○ ×

・修理費 ○ ×

・駐車場費 ○ ×

・保険料 ○ ×

・車両・燃料関係税 ○ ×

社会保険

・労災保険 ○ ×

・失業保険 ○ ×

労働法の適用

・最低賃金 ○ ×

・割増賃金 ○ ×

・年休 ○ ×

・解雇規制 ○ ×

・団体交渉権 ○ ×
33



} ア. 突然の手数料割合の引上げ（20%→30%→40%）
} イ. 突然の運賃の引下げ
} ウ. 突然の解雇
} エ. 突然の閉鎖
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} ロンドン：20→25%
} サンフランシスコ：30%（600万→420万→320万（53%））
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} シアトル：2.35ドル→1.35ドル/1.6km（43%）
} ニューヨーク：32%の値下げ
「度重なる値下げはドライバーにとっても利用者にとっても
良くない。」 ドライバーは値下げ前の水準の収入を維持す
るために長時間労働せざるを得なくなるから「頭が疲れて
くる。目も疲れてくる。居眠りしそうになる。運転に集中して
注意を払う必要があるのに、これじゃあいつ事故が起きて
もおかしくないよ。」 – 2016年2月7日, NY Post

} ロンドン：23%の値下げ
「値下げ前と同じ収入を維持するためには、週80時間働
かなければならなくなった。これで犠牲になるのは乗客の
安全だよ。」 – 2016年6月15日, The Guardian
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} 5段階評価のうち、4.6を下回ると利用停止
} 8～9割以上の乗車承認率、5%以下のキャンセル率
の要求。

→不達成は利用停止。
} ストライキ計画で利用停止

} ツイッターで利用停止

} 車両を事業用車両登録して利用停止

} 「解雇」があるため、「手数料割合の引上げ」、「運賃
の値下げ」にも抗議できない。
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} 2016年5月9日、テキサス州オースティン市
} オースティン市がTNCの登録についてタクシーと同じ
ように指紋照合によるバックグラウンドチェックを義務
づけたことを受けて、ウーバーとリフトは突然撤退した。

} ウーバーとリフトのドライバーが、両社を相手取り、整
理解雇については60日の予告を要するとする労働調
整法に違反したとして提訴した。
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} 時給19ドル（ウーバー公称）

} 調査・報道では2ドルから11ドル

} 実例：時給2.64ドル（277円、シアトル）、時給2ポンド
（280円、ロンドン）、時給9ドル（フィラデルフィア）

} ワシントンポスト紙の報道

営収620万円－経費等276万円＝手取344万円
（2015年2月20日, “The hidden costs of being an Uber driver”）

（なお、東京都タクシー乗務員平均年収は2014年度392万円）
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} アプリによる労働力の管理

} ドライバーは、オンライン時、その行動を厳重に監視
される。

} ウーバーが一方的に運賃、歩率を決定する。

} 一方的な利用停止（「解雇」と同義）。

} 8～9割の乗車承認率と5%のキャンセル率の要求。
→不達成は利用停止。

} 乗車承認時に行先は伝えられない。

→最低運賃は5$-1.6(fee)-0.68=2.72$ 
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} 5段階評価のうち、4.6を下回ると利用停止
→トレーニングビデオで5を維持するための画一的接客を
指導
→利用者が特定の接客についてどのような評価を与えて
いるか頻繁にメッセージを送信

} 高需要低供給時に一時的に運賃を上げ、これをオフライ
ンのドライバーにも送り、稼働に導く。

} その他様々な手法を使い、オフラインのドライバーを特定
の時間に特定の場所で働くように導いており、結果として、
ウーバーの働き方はシフト勤務と何ら変わらない。

-以上、「ウーバーアプリによるドライバー管理の真実」 ハー
バード・ビジネス・レビュー, 2016年4月6日
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} 運送責任を負わない

} 安全管理を行わない

} 不当な運賃の請求

} プライバシー侵害
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} 「相互評価制度をとっているので安全です」
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} 二種免許

} 労働時間規制（「自動車運転者の労働時間等の改善
のための基準」平元・２・９労告7号）

} 安全教育
} 運行管理者
} 乗務前対面チェック
} 出庫前整備・点検
} ドライブレコーダー（車内、車外）
} 整備、車検
} タクシーセンターによる指導
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} 2015年10月8日、ウーバードライバーに性的暴行を
受けた女性乗客2名（同年2月8日ボストン市で強姦
未遂、8月9日チャールストン市で強姦）がウーバー社
に損害賠償と安全規制遵守を求めて提訴

} 提訴内容は、ウーバー社は若い女性をターゲットに飲
酒後はウーバーで帰宅するのが安心という広告を打
ちながら、両市が定める安全策を全て無視し、女性ら
に損害を加えたというものである。

} ウーバー社は世界中で同様の訴訟を提起されており、
少なくとも、中国、フランス、インド、カナダで裁判に
なっている。
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} 2016年5月、ノースカロライナ州ウィルミントン市で、
ウーバードライバーが乗客運送中の飲酒運転で有罪
判決を受けた。

} 同市では、他にアルコールが規定値未満のため不起
訴となったケースが2件報告されている。
- 2016年5月24日 CBS
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} 「タクシーの衝突事故発生率とドライバーの収入との
間には高度の相関関係が見られる。ドライバーの収
入が高い場合、衝突事故発生率は低い。」 – The 
New York City Taxicab Fact Book 2006, P.46

} 「パートタイムで比較的新人のドライバーは最悪の違
反率を有しており、フルタイムのベテランドライバーに
比べて、違反率が5.5倍である。」 - P.50

} ウーバードライバーの61%はパートタイム。
} 登録から1年以内に60%のドライバーが辞めている。
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} ニューヨーク：32%の値下げ
「度重なる値下げはドライバーにとっても利用者にとっても
良くない。」 ドライバーは値下げ前の水準の収入を維持す

るために長時間労働せざるを得なくなるから「頭が疲れて
くる。目も疲れてくる。居眠りしそうになる。運転に集中して
注意を払う必要があるのに、これじゃあいつ事故が起きて
もおかしくないよ。」 – 2016年2月7日, NY Post

} ロンドン：23%の値下げ
「値下げ前と同じ収入を維持するためには、週80時間働
かなければならなくなった。これで犠牲になるのは乗客の
安全だよ。」 – 2016年6月15日, The Guardian

53



} 神風タクシーが社会問題化

} 規制の必要性が認識される

} バス事業の規制緩和が過当競争を生み、労働条件
の悪化と安全管理の毀損を招き、2016年1月15日
の軽井沢のバス事故につながった。

} ドライバーの収入は事故発生率と強い相関関係を持つ
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} 「公的規制が緩和・撤廃されることは、参入の容易さ
ゆえに事業者が乱立し、競争の激化に伴い、そのし
わ寄せとして従業員への負担（特に運転者に対する
賃金・労働環境）が重くなるといったこと、かかる負担
と反比例して、重視されるべき旅客（人）運送の安全
性が軽視されるといった現象が常に問題視され、その
結果、公的規制の必要性が再認識されているといっ
た循環を生んでいる。」（「タクシー事業の規制構造と
行政裁量」友岡史仁）
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規制緩和

過当競争

料金低下

コスト削減

労働条件の悪化 安全管理の省略

利用者の安全を毀損

規制の必要性



} 175件以上の訴訟
} 2014年12月9日、サンフランシスコ検事正、ロサンゼル
ス検事正がカリフォルニア州市民を代表してウーバーを提
訴。提訴内容は

} ① 安全管理についての虚偽広告
} ② “Safe Rides Fee”の名目で詐欺的に1ドルを徴収しな
がら、安全管理に投資していない。

} ③ 乗車距離を計測するウーバーアプリは、詐欺防止のた
めのカリフォルニア州の承認を得ていない。

} ④ 無許可で空港での違法営業を行った。
} ⑤ 無許可のため空港に利用料など払っていないにもかか
わらず「空港使用料」として4ドルを詐欺的に徴収していた。
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} 2016年4月7日、ウーバー社がカリフォルニア州市民
に25億円の制裁金を支払い、違法な営業行為を永
久に行わないことに合意して和解。
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} ロンドン初乗り700円
} アメリカ500円
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} 「サージ」（急騰）

} 2015年大晦日、ウーバーは3倍から10倍に料金を
上げ、15分の乗車に2万円を請求された乗客もいた。

} 2016年ロンドンの地下鉄が止まった際、ウーバーは
料金を4.5倍にした。

} 自然災害、事件・事故で交通需要が増せば、ウー
バーは料金を上げる。
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} 2015年12月16日、利用者がウーバーCEOトラビス・
カラニックを被告として、独占禁止法違反で提訴
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} 「ゴッドビュー」 - アプリ利用者の移動を常に把握
ニューヨーク検事正、ウーバー社をライバシー侵害で
捜査。2016年1月、ウーバー社が罰金を支払い、捜
査終了。

} 2016年6月9日、パリ地方裁判所はウーバー社と
ウーバーフランスの代表取締役2名を運送法違反、
及びプライバシー保護法違反で有罪とし、1億1000
万円の支払いを命じた。

- “French Court Convicts Uber of Violating 
Transport, Privacy Laws” 2016,6,9, Wall Street 
Journal
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} 会社が払うべき税金をドライバーの取分から違法に
控除（2017年5月）

} 乗客にはより長い距離と高い運賃を、ドライバーには
短い距離と低い運賃を表示し、差額を違法に収受
（2017年ロサンゼルス、ニューヨーク等で提訴）

} 年収及びローンプログラムの虚偽広告について、米
連邦取引委員会より提訴。22億円の支払が確定。
（2017年1月）

} アプリによりドライバーを追跡・監視していた（Hell 
Program）としてプライバシー法違反により提訴

} 取締り回避のための違法プログラム（Greyball）を使
用していたとして刑事捜査
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ウーバーは、公共交通機関にとって重大な脅威だ。

彼らの最大の武器は、自動運転自動車でもなければ、
最新のテクノロジーでもない。投資家から集めた資金だ。
ウーバーは、この資金でコストを補てんすることにより、
コスト割れの価格を設定することができる。実際、ウー
バーの乗客はコストの41％しか支払っていない。
ウーバーは、毎年3千億円の赤字を出して事業を行っ
ており、信じられないくらい不採算だ。これは、いったん
市場の独占を確立すれば運賃が高騰することを意味す
る。最も重大な問題は、ウーバーが独占市場を確立し
て、投資家に利益を還元する頃には、公共交通は既に
破壊し尽くされているだろうということだ。
（The Guardian 2017,1,13）
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} ウーバー等ライドブッキング車両がサンフランシスコ
市の交通の20%を占める。 （サンフランシスコ郡交通局

2017年7月13日）

} 2016年、サンフランシスコ市、排気ガス汚染度ランキ
ング全米4位。
ウーバーは2011年にサンフランシスコ市で営業を開
始。2012年は同市は25位にも入っていなかった。
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} 各都市のタクシーの台数（2014）
ニューヨーク12,779台、パリ14,900台、東京49,447台

} タクシーの質

トリップアドバイザー

「東京は、 タクシー運転手の親切さ、タクシーのサー
ビスで40都市中の1位の評価となりました。」

} 夜中にタクシー乗ることについて。「むしろ安全」

} 歩いて帰るより、自転車に乗って帰るより、安全。

} あしなが育英会学生寮、夜間帰寮の女子学生には駅
から寮までタクシー利用を指導（チケット給付）
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} 2014年3月12日、三木谷浩史楽天社長、リフトに3
億ドル出資。三木谷氏はリフト社の役員。

} 2015年10月30日、三木谷氏が代表理事を務める
新経済連盟は、「シェアリングエコノミー活性化に必要
な法的措置に係る具体的提案」を政府に提出。ライド
シェアの合法化を政府に働きかけている。

} 三木谷氏は内閣設置の産業競争力会議の委員。

} 2016年11月30日、新経済連盟、「ライドシェア実現
に向けて」提出
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請求原因 第５項
個人事業主という誤分類及び経費償還違反

40. ウーバードライバーを個人事業主と分類し、雇用主が負担すべき経費を
ドライバーに支払わせそれを償還しなかった被告の行為は、カリフォルニア州
労働法第2802項に違反する。

2013年8月16日ダグラス・オコナー対ウーバー
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} 2015年7月15日アメリカ労働省通達
} 2015年11月16日カリフォルニア州労働委員会裁定
「ウーバードライバーは、労働者」

} 2015年12月14日シアトル市議会ウーバードライ
バー組合に団体交渉権付与

} 「知れば知るほど、ウーバーとドライバーの関係は典
型的な雇用関係だ。」 ‐ ハーバード大学労働法教授
ベンジャミン・サックス

} 2016年9月、オコナー対ウーバー、ウーバーの100
億円の和解を裁判所が却下

Misclassification （誤分類）
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3年前、私がオコナー対ウーバー訴訟を提起したのは、ウーバーがドライ
バーを「労働者」と認めず、個人事業主と位置づけることが、公共の安全と
経済にとって重大な危険をもたらすと考えたからです。

『ギグエコノミー」又は『シェアリングエコノミー』は、ドライバーと利用者の安
全を守る規則・規制のない経済を意味するものではありません。労働者保
護法制は、労働者と労働者が奉仕する社会の利益のために存在します。

ウーバーのようなインターネットのアプリでサービスが提供されるということ
で、労働者保護が無効にされたり、必要性が低下するということはないは
ずです。

残念なことに、本件訴訟では、このような危機的事態の重大性は省みられ
ることはなく、中身のある判断や証拠調べが行われることもなく、平均的
ウーバードライバーは、満タン1回分以下の侮辱的な和解案を突き付けら
れました。私は、この悲惨な和解案を支持することはできません。

Douglas O’Connor
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} 団体交渉は、先進国において、包括的成長をもたら
す重要なツールである。アメリカにおいては、賃金格
差を縮小させるのに重要な役割を果たしていた。

} 労働者の賃金において、組合賃金プレミアム（union 
wage premium）は大きな割合を占める。特に低中
所得者層にとってその割合が大きい。
- “Report of the Commission on Inclusive Prosperity”, Center 
for American Progress, 2015年1月
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} 2016年8月ニューヨーク州労働局、ウーバードライバーの
労働者性を認め、失業保険給付を決定

} 2016年10月ロンドン雇用裁判所、ウーバードライバーの
労働者性を認め、最低賃金と有休の支給を命令

} 2017年1月スイス保険局、ウーバードライバーの労働者性
を認め、ウーバー社に社会保険費の納付を命令

} 営業禁止：アルゼンチン（2017年1月）、イタリア（4月）、フ
ランス、ドイツ、スペイン、ベルギー、オランダ

} 撤退：韓国、台湾、デンマーク
} 規制強化：ブラジル（営業許可取得義務）
} 2017年5月欧州司法裁判所法務官「ウーバーは旅客運送
企業」

} 2017年6月9日ニューヨーク州労働省行政審判官
ウーバードライバーは被雇用者。失業保険の受給資格あり。
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} 「2社は全く同じ市場で営業している。1社は全く自由で、も
う1社は様々な規制を受けている。1社は犯罪歴がある者
や、免許歴1年の者をドライバーにできるが、もう1社は指
紋照会をパスし、運転経験があるだけでなく、旅客運送に
関する教育を受けた者だけをドライバーにできる。1社は、
誰かがケガをした際、有効になるかならないか分からない
魔法の保険で営業し、もう1社は高額な保険の支払いを義
務付けられている。」

} 「配車するのにどんなテクノロジーを使っているかにかか
わらず、あるタクシーにとって必要なことは、全てのタク
シーにとって必要なことは誰の目にも明らかだ。」

} Letter: Yellow Cab CEO: Treat Uber and taxis the 
same シカゴトリビューン 2016年6月28日
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} 不公正な競争

} 劣悪な労働条件

} 利用者の危険

}公正な競争

}健全な労働条件

}利用者の安全
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} 交通の安全と労働を考える市民会議

→シンポジウム開催

→ホームページ、Facebook、twitter
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} 2016年8月5日発足会
} 2016年9月29日、院内集会（毎日新聞東京版掲載）
} 2016年11月24日、大阪集会
} 2017年2月16日、東京立川集会
} 2017年4月26日、日本労働弁護団と共催「シェアリングエコ
ノミーってなんだ！？～ライドシェアから考える。～」

} 2017年8月1日、横浜集会
} 2017年9月5日、盛岡集会
} 2017年9月30日、 「シェアリングエコノミーってなんだ！？～
ライドシェアから考える。～」
ニューヨーク・タクシーワーカーズ・アライアンス理事
ビジュー・マシュー氏、ウーバードライバー招聘
東京で働くウーバーイーツ配達員と意見交換
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} 公共交通空白地にどう対応するのか

「ライドシェア」は公共交通空白地の救世主なのか

} 高齢者、障がい者等交通弱者の交通手段は十分な
のか
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} プラットフォームワーカーの実態調査

} プラットフォームワーカーの労働保護法制の研究
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